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大阪市立総合医療センター駐車場運営管理業務に関する仕様書 

 

 

大阪市立総合医療センター駐車場運営管理業務に関する仕様書は、大阪市立総合医療センター駐車場の運

営管理業務（以下「本業務」という。）に関し、委託者である地方独立行政法人大阪市民病院機構（以下「機

構」という。）が受託者である運営管理事業者（以下「運営事業者」という。）に対し、必要と認める条件を

定めるものである。 

 

１ 駐車場の概要 

 ⑴ 名称 

   大阪市立総合医療センター駐車場 

 ⑵ 所在地 

   大阪市都島区中野町５丁目 15 番 21 号（大阪市都島センタービル地下１階～地下３階） 

 ⑶ 平面図 

   別紙のとおり 

 ⑷ 面積 

   10,007.47 ㎡ 

 ⑸ 営業日・時間 

   24 時間 365 日営業（年中無休） 

 ⑹ 駐車台数 

   267 台（うち身体障がい者用専用スペース 19 台、閉鎖５台） 

 

２ 履行期間及び契約の自動更新 

  令和８年４月１日から令和９年３月 31 日まで 

  履行期間満了日の９カ月前までに、機構・運営事業者いずれからも契約の更新をしない旨の書面による

申し出がないときは、１年間自動的に契約を更新するものとし、以後同様とする。ただし、令和 13 年３月

31 日を超えないものとする。 

 

３ 駐車料金収入 

  事業者が徴収した駐車料金収入のうち、委託者固定収益金（＝運営事業者が機構に支払う定額の納入金）

を差し引いた残額を本業務の対価である委託料として運営事業者が受領する。 

 

４ 委託者固定収益金 

⑴ 委託者固定収益金は、年額○○○○円（消費税及び地方消費税の額を含む。）とし、運営事業者が応札

した金額をもって委託者固定収益金とする。 

⑵ 駐車料金収入の大幅な増減があった場合は、委託者固定収益金の改定について、機構と運営事業者と

が協議して定めるものとする。 

⑶ 委託者固定収益金は１年分ごと又は半年分ごとの前納とし、機構が別途発行する請求書により納入期

限までに納入しなければならない。 
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５ 保証金 

⑴ 委託者固定収益金を１年分ごとの前納とする場合は、保証金を免除する。 

⑵ 委託者固定収益金を半年分ごとの前納とする場合は、保証金として委託者固定収益金の３カ月分相当

額を機構が別途発行する請求書により納入期限までに納入しなければならない。 

⑶ 保証金は、履行期間満了後に原状回復を確認した上で、口座振込により還付する。ただし、保証金に

利息は付さない。 

⑷ 保証金は、委託者固定収益金等の納入が遅延した場合においてこれを充当するほか、本業務に伴う一

切の損害賠償に充当する。 

⑸ 前項の充当により保証金に不足が生じたときは、保証金を追納しなければならない。 

 

６ 経費負担 

  本業務に関する経費はすべて運営事業者が経費を負担するものとする。 

 ⑴ 運営管理経費 

駐車場の運営管理に必要な人件費、機器等の備品（機構所有の備品を除く。）、駐車券等の消耗品費等

は運営事業者が負担するものとする。 

⑵ 清掃 

駐車場、管理室及びトイレの清掃費用及び消耗品費は運営事業者が負担するものとする。       

 ⑶ 廃棄物処理 

   駐車場から排出される廃棄物（不法投棄を含む。）の処理費用は運営事業者が負担するものとする。 

 ⑷ 小修繕・補修 

   軽微な修繕・補修については、運営事業者が負担するものとする。 

 ⑸ 交換用照明管球類 

   交換用の照明管球類は運営事業者が負担するものとする。ただし、所有権は機構に所属するものとす

る。 

 ⑹ 通信回線設備 

   直通電話、光回線、Wi-Fi 等の費用は運営事業者が負担するものとする。 

⑺ 光熱水費 

大阪市都島センタービルのビル管理（総合メンテナンス）受託会社が別途発行する請求書により納入

期限までに納入しなければならない。 

 

７ 延滞損害金 

運営事業者が、委託者固定収益金及び光熱水費を納入期限までに支払わないときは、税外歳入に係る延

滞金及び過料に関する条例（昭和 39 年大阪市条例第 12 号）に基づき計算した延滞損害金を支払わなけれ

ばならない。ただし、やむを得ない理由があると機構が認めた場合はこの限りでない。 

 

８ 業務内容等 

⑴ 営業日及び営業時間 

24 時間 365 日営業（年中無休）とする。ただし、電気設備保守点検日等に一時的に休業を依頼するこ

とがある。 
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⑵ 駐車料金 

  ア 駐車料金は次の金額以内とする。 

時間 患者料金 見舞い料金 一般料金 

最初の 30 分 無料 無料 - 

60 分まで 200 円 300 円 - 

以降 30 分毎 100 円 200 円 - 

24 時間最大 1,200 円 1,800 円 - 

20 分 - - 400 円 

土日休日に限り当日最大 - - 3,000 円 
 

イ 最大料金（駐車後 24 時間までの上限額）は、患者料金 1,200 円以内、見舞い料金 1,800 円以内とす

る。ただし、一般料金については土日休日に限り当日最大 3,000 円以内とする。 

ウ 駐車場の利用が24時間を過ぎた場合は、24時間以前の駐車料金に24時間以降の翌日分駐車料金を新

たに加算した料金体系とすること。（24時間最大料金は繰り返し適用とする。）ただし、一般料金につ

いては、平日は最大料金の設定はしない。 

  エ 患者料金は、外来及び入院患者に対して適用する。 

  オ 見舞い料金は、患者家族及び見舞い客（家族以外も含む）に対して適用する。 

カ 等級にかかわらず、身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳又は療育手帳を所持している病

院利用者に対して、障がい者手帳等及び当日の領収書を確認の上駐車料金を無料とすること。ただし

、無料の措置は当日から翌日まで有効とし、駐車場の利用が翌々日午前０時を過ぎた場合は、翌々日

午前０時以降の駐車料金（患者料金又は一般料金）を徴収すること。 

⑶ 駐車場運営管理機器等の設置 

  駐車場運営管理業務に必要な以下の機器等を設置すること。（設置工事を含む） 

  ※電源配線工事等も事業者において実施すること。 

  駐車場運営管理機器等は運営事業者の負担で設置するものとする。 

  詳細な作業日程、設置場所、機器設定については、別途協議するものとする。 

  精算機は電子カルテシステムと連動し、当日受診患者の駐車場料金の割引処理が可能であること。シ

ステム構築、改修費用については、運営事業者の負担で実施すること。 

   ①駐車券発券機 １台 

   ②出口精算機  １台 

   ③入庫ゲート  １台 

   ④出庫ゲート  １台 

   ⑤事前精算機  ２台 

   ⑥割引認証機  36 台 

   ⑦上記機器使用に付随する機器（遠隔管理に関するシステム等） 一式 

  上記機器を最低限とし、必要に応じて双方で協議するものとする。（病棟改修工事等により割引認証

機の増設が必要な場合は、増設に応じること） 

⑷ 駐車券の発券及び割引認証 

 ア 駐車場入庫の際に駐車券発券機による駐車券の発券を行うこと。 

 イ 駐車場から出庫する際には、機構が定めた駐車料金に応じた料金徴収を行い、出庫させる体制を構
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築すること。 

 ウ 精算機は電子カルテシステムと連動し、当日受診患者の駐車場料金の割引処理が可能であること。

（再掲） 

 エ 精算機で割引処理ができない場合の割引認証方法については、割引認証機を使用した割引方法を実

施することとし、割引認証機 36 台を準備すること。 

 オ 各機器は、機構が指定する条件に対応した処理が可能とすること。 

⑸ 駐車料金の徴収業務 

ア 駐車料金は、出庫時に出口精算機又は事前精算機にて徴収する方式とすること。 

イ 外来患者及び入院患者については、当日受診の患者または入院患者であることを確認した上で、事

前精算機または割引認証機の使用により、患者料金を適用する方式を導入すること。 

ウ 患者家族及び見舞い客については、患者家族及び見舞い客であることを確認した上で、割引認証機

の使用により、見舞い料金を適用する方式を導入すること。 

エ 患者、患者家族及び見舞い客について、何らかの理由で割引料金が適用されていなかったため、出

庫時に一般料金で支払った旨の申し出があった場合は、コールセンター等において、受診を証明する

領収書等を確認の上、差額を返金すること。 

オ 料金精算機は、支払時に想定されるトラブル及び盗難等に対する防犯機能を備えたものを運用する

こと。 

カ 料金精算機は入庫時及び出庫時の不具合に対応できるよう、インターホン及びカメラ等による通話

及び確認機能を搭載したものとすること。 

キ 利用者が駐車券を紛失した場合は、精算機の駐車券紛失ボタンを押し、運営事業者規定の紛失料金

を支払ったうえ出庫する。（紛失料金については運営事業者が設定する。）出庫後に駐車券を発見した

際は、利用者がコールセンター等に連絡したうえで差額を返金する。 

ク 利用者が駐車券の割引処理を忘れた場合は、コールセンター等での対応とする。 

⑹ 身体障がい者用専用スペース 

ア 身体障がい者用専用スペースは、19 台分を確保すること。 

イ 身体障がい者用専用スペースについて、利用者が認識しやすいように床面及び壁面（１メートル程

度の高さ）を青色のペンキで塗装し、車いすマークを白色で塗装すること。 

ウ 身体障がい者用専用スペースについては、係員配置時間内かつ見回り可能なタイミングで都度巡回

を行い、一般車両が駐車している場合は注意喚起を行う等の対策を講じること。 

 ⑺ 有人管理 

  ア 平日（病院開院日）の９時～21 時については、人員の配置をすること。 

  イ 「ア」の 13 時～17 時については、少なくとも２名の人員配置とすること。（休憩時間中を除く） 

ウ 平日以外の９時～18 時については、人員の配置をすること。（休憩時間中を除く） 

エ 無人駐車場として運用する時間帯は、自社もしくはグループ会社等で有するコールセンター等にお

いて、緊急の際は遠隔操作等により迅速な対応が可能であること。なお、機構が別に契約する警備員

との連携については、契約締結後、協議すること。 

⑻ 駐車場の運営管理事項 

ア 駐車場機器等（発券機、精算機、ゲート、満空表示灯、看板、照明設備、区画線、車止め等）は、

必要に応じて設置し、維持管理に努めること。 

イ 照明管球類が切れている場合は、交換すること 
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ウ 駐車場（駐車場管理室、トイレを含む。）の美化を保つため、こまめに清掃を行うこと。また、不

法投棄物がある場合は、速やかに処分すること。 

エ トイレにおいて、トイレットペーパー切れがないように随時補充すること。 

オ 駐車場利用者等からの苦情、クレーム等に対して、誠実に対応すること。 

カ 毎月開催される大阪市都島センタービル連絡会議に出席すること。欠席した場合は、会議での決定

事項に従うこと。 

キ その他運営管理に必要な事項は、都度機構と協議し、その指示に従うこと。 

⑼ 全面禁煙 

駐車場内（駐車場管理室、トイレを含む。）は全面禁煙とし、従事者に徹底するとともに、駐車場利

用者に対して、案内看板等で周知すること。 

⑽ 案内看板等の表示又は掲出 

ア 案内看板等を表示又は掲出する場合は、設置場所、内容、大きさ等を機構と協議すること。 

イ 駐車場運営管理に関係のない案内看板等の表示又は掲出は認めない。 

⑾ 各種報告書の提出 

ア 毎月 25 日までに、前月分の収入報告書（一般料金・患者料金・無料での利用台数及び料金収入がわ

かるもの）を書面（様式自由）により提出すること。 

イ 本業務において、事故等の発生又は利用者からの苦情があった場合は、速やかに機構に連絡すると

ともに、その対応等について報告書（様式自由）を提出すること。 

ウ その他機構が必要と認めた場合は、経営に関する資料を提出すること。 

⑿ 事業者の責務 

ア 業務委託契約満了時においては、原状回復の上、駐車場利用者に支障を来たすことのないように、

次期事業者に対し、円滑に業務の引継ぎを行わなければならない。 

イ 現営業事業者が設置している設備及び備品等については、現営業事業者が撤去の上、原状回復する

ことになっているが、新たに引き継ぐ事業者が継続して使用することを希望する場合、当事者間で費

用負担等について十分に協議を行い、引き継ぐ事業者の責任において、継続使用することは差し支え

ない。ただし、この場合、機構は一切関与しない。 

 

９ 運営管理上の制限 

⑴ 運営事業者は、駐車場をその用途以外で使用してはならない。 

⑵ 運営事業者は、駐車場内で物品等の販売や自動販売機等の設置を行ってはならない。 

⑶ 非常災害時等の緊急時においては、運営事業者は駐車場の運用方法について、機構の指示に従わなけ

ればならない。 

⑷ 運営事業者は、駐車スペースのレイアウト変更、修繕、模様替えその他原形を変更する行為をしよう

とするとき又は使用計画を変更しようとするときは、事前に書面でもって機構の承認を受けなければな

らない。 

⑸ 運営事業者は、駐車場を他の者に使用させ、又は担保に供してはならない。ただし、機構が承認した

場合はこの限りではない。 

 

10 原状回復 

⑴ 契約解除が行われたとき又は契約期間満了後引き続き契約締結が行われないときは、事業者は、自己
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の費用で、機構の指定する期日までに駐車場を原状回復して返還しなければならない。ただし、機構が

承認した場合は、この限りではない。 

⑵ 運営事業者が前項の期日までに原状回復の義務を履行しないときは、機構がこれを行って、その費用

を事業者の負担とすることができる。この場合、運営事業者は何等の異議を申し立てることができない。 

 

11 必要費及び有益費償還請求権の放棄 

運営事業者は、本業務において投じた小修繕・補修費等の必要費及び改良費等の有益費について、機構

に対して請求しないものとする。 

 

12 その他 

 ⑴ 機構は、本業務に関し、実地調査し、又は所定の報告を求めることができる。 

 ⑵ 業務委託契約満了時において、事業者は次期事業者に対し十分な業務の引継ぎをおこなうこと。 

⑶ 本仕様書に定めのないものや疑義が生じたときは、機構と運営事業者は協議するものとする。 

                                                                                       



（別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

 大阪市民病院機構（以下「発注者」という。）が締結する契約等から暴力団を排除する措置につい

ては、「大阪市暴力団排除条例」（以下「条例」という。）、「大阪市暴力団排除条例施行規則」

及び「大阪市契約関係暴力団排除措置要綱」（以下「要綱」という。）に準拠し、大阪市と同様の

措置を講じる。 
 
１ 暴力団等の排除について 
（１）受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、

大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10 号。以下「条例」という。）第 2条第 2号

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接関係

者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材

料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

（２）受注者は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴

力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契

約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者

と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除させな

ければならない。 

（３）受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら

れる者から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速

やかに、この契約に係る発注者監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担当

課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければなら

ない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者か

ら不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告するととも

に警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

（４）受注者及び下請負人等が、正当な理由なく委託者に対し前号に規定する報告をしなかっ

たと認めるときは、条例第 12 条に基づく公表及び大阪市民病院機構競争入札参加停止措置要

綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行うことがある。 

（５）受注者は第 3 号に定める報告及び届出により、発注者及び大阪市が行う調査並びに警察

が行う捜査に協力しなければならない。 

（６）発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行日

程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じることとす

る。 

 

２ 誓約書の提出について 

受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれが表明した

誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限りで

ない。 



 

職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例に基づく特記仕様書 

 

 大阪市民病院機構（以下「発注者」という。）は、職員等の公正な職務の執行の確保に関する条

例に準拠し、大阪市と同様の取扱いをするものとする。 
 

（条例の遵守） 

第１条 受注者及び受注者の役職員は、受注業務の履行に際しては、「職員等の公正な職務の執行

の確保に関する条例」（平成１８年大阪市条例第１６号）（以下「条例」という。）第５条に規定

する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、受注業務について、次の各号に定める場合、速やかに、その内容を発注者（地

方独立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室）へ報告しなければならない。 

(１) 条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたとき 

(２) 発注者の職員から、違法または不適正な要求を受けたとき 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、

条例第１２条第１項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（地方独

立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行う

調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の

処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条例

の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

○ 地方独立行政法人大阪市民病院機構 法人運営本部内部監察室の連絡先：06-6929-3275 

 

個人情報等の保護に関する特記仕様書 

 

この契約の履行にあたって個人情報は、市民の個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報の保護に

関する法律及び大阪市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例の趣旨を踏まえ、適切に取

り扱わなければならない。 
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